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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第137期

第３四半期連結
累計期間

第138期
第３四半期連結
累計期間

第137期
第３四半期連結
会計期間

第138期
第３四半期連結
会計期間

第137期

会計期間

自　平成21年
　　　１月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成22年
　　　１月１日
至　平成22年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　７月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成22年
　　　７月１日
至　平成22年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　１月１日
至　平成21年
　　　12月31日

売上高 (百万円) 28,074 26,550 8,839 9,355 35,918

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △40 2,251 115 1,660 △883

四半期(当期)純利益 (百万円) 490 1,091 95 896 281

純資産額 (百万円) ― ― 23,275 23,706 23,051

総資産額 (百万円) ― ― 109,642 115,996 118,113

１株当たり純資産額 (円) ― ― 172.56 174.88 170.54

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 3.94 8.78 0.77 7.21 2.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 19.6 18.8 18.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,788 △2,154 ― ― 8,163

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,037 △8,132 ― ― △1,231

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,532 8,454 ― ― △5,932

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 4,688 3,635 5,468

従業員数 (名) ― ― 622 635　　　　　620

(注)　１.　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２.　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

　また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年9月30日現在

従業員数(名)
635
(35)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

     ２　従業員数欄の(外数)は、臨時雇用者（1日8時間換算）の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員でありま

す。

     ３　臨時雇用者はパートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年9月30日現在

従業員数(名) 562

(注) １　従業員数は、当社からの出向者を除き、当社への出向者を含む就業人員であります。

2　 従業員数が前事業年度末と比較して、79名増加しておりますが、主に当社グループ内の組織変更に伴う人員配

置の見直しによる増加であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。

油種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
　　至　平成22年９月30日）
（千キロリットル）

前年同四半期比（％）

揮 発 油 838 △0.6

灯油・ジェット燃料・軽油 806 △5.1

Ａ 重 油 64 △11.1

Ｂ・Ｃ重油 66 11.9

その他 307 △8.1

合    計 2,081 △3.5

(注) １ 上記の生産実績は、石油事業に関するものであります。　

２ 生産実績については、受託精製により生産した製品であるため金額表示をしておりません。

　
(2) 受注実績

当社グループは、受注生産を行っておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメント

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
    至　平成22年９月30日）

（百万円）

前年同四半期比（％）

石油事業 6,648 0.4

電気事業 2,706 22.2

合計 9,355 5.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

昭和シェル石油株式会社 6,538 74.0 6,625 70.8

東京電力株式会社 2,204 24.9 2,697 28.8

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、当第３四半期連結会計期間において、下記のとおり昭和シェル石油株式会社との間で、当社京浜

製油所扇町工場に関する「精製設備等賃貸借契約」を締結しております。 

　当社京浜製油所扇町工場（旧昭和シェル石油株式会社川崎製油所）は、当社と昭和シェル石油株式会社と

の間の「定期精製設備等賃貸借契約」（平成12年10月1日～平成22年9月30日）に基づいて賃借が行われて

おりましたが、当該契約は契約期間が満了となるため、同工場の運営を継続するためには平成22年10月１日

を始期とする契約を新たに締結する必要があることから締結するものであります。また、平成22年２月16日

付当社取締役会で同工場は遅くとも平成23年９月末までに原油処理を停止しその後閉鎖することを決議し

ていることから、新たな契約は契約期間を平成22年10月１日から平成23年９月30日までとし、これまでの定

期賃貸借契約から一般の賃貸借契約に変更したものであります。 

　

相     手     先 期           間 内                容

昭和シェル石油株式会
社

平成22年10月1日から平成23年9月30日
まで

当社は昭和シェル石油株式会社との間で、平成22年9月
30日付にて当社京浜製油所扇町工場における諸物件の
賃貸借に関し「精製設備等賃貸借契約」を締結しまし
た。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、大企業製造業を中心に足元の景況感は引き続いて

改善しているものの、大方の想定を超えた急激な円高や欧米経済の減速が懸念される中で景気の先行きに

ついては悲観的な見方が広がっている状況であります。 

　一方、石油事業の事業環境は需要の構造的減少が継続しており、更なる付加価値最大化およびコスト競争

力を有する製油所の早期実現など勝ち残りの条件が一段と厳しいものとなってきております。 

　このような状況のもとで、当社グループは、石油事業においては受託精製を行い、電気事業においては電力

卸供給を行って参りました。 

　当第３四半期連結会計期間の原油および原料油処理量は、2,089千キロリットル（前年同四半期比4.9％

減）となりました。また、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高9,355百万円（前年同四半期比5.8％

増）、営業利益1,775百万円（前年同四半期比580.1％増）、経常利益1,660百万円（前年同四半期比

1343.5％増）、四半期純利益896百万円（前年同四半期比843.2％増）を計上することとなりました。
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

＜石油事業部門＞ 

　石油事業部門では、当社京浜製油所の各装置は順調な操業を続けております。 

　当第３四半期連結会計期間においては夏場の猛暑などによる需要増の影響などから適正な製品市況が維

持されており、原油精製委託契約に基づく精製マージンは、第２四半期連結会計期間に比較して改善が図ら

れました。 

　また、電気事業で使用する燃料仕入に係る損益状況については、比較的安価な燃料の使用が増加したこと

などによって、当第３四半期連結会計期間では第２四半期連結会計期間に引き続いて改善が図られました。

　売上高は7,157百万円（前年同四半期比1.0％増）、営業利益は1,367百万円（前年同四半期は98百万円の

営業損失）となりました。 

 

＜電気事業部門＞ 

  電気事業部門では、株式会社ジェネックス水江発電所が順調に操業を続けております。 

　売上高は3,590百万円（前年同四半期比18.7％増）、営業利益は407百万円（前年同四半期比13.1％増）と

なりました。 

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は115,996百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,117百

万円の減少となりました。これは主に立替揮発油税等が減少したことによるものです。

　負債は92,290百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,771百万円の減少となりました。これは主に未払揮

発油税等が減少したことによるものです。

　純資産は23,706百万円となり、前連結会計年度末に比べ654百万円の増加となりました。これは主に利益剰

余金が、配当の支出により減少したものの、四半期純利益が増加したことによるものです。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は18.8％となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期末に比べ1,053百万円減少

し、3,635百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益などにより資金が増加したものの、修

繕引当金、売上債権、未払費用の減少などにより前年同四半期に比べ、資金が5,617百万円減少し、2,573百万

円の純支出となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出などにより、前年同四半期に比べ、

資金が2,101百万円減少し、1,657百万円の純支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加、長期借入金の返済による支出が減少したため、

前年同四半期に比べ、資金が6,022百万円増加し、2,903百万円の純収入となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

＜対処すべき課題＞

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

＜財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針＞ 

　当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの東日本全域における基幹石油精製会

社であります。今後とも昭和シェル石油グループの一員として同グループとの連携を一層強化し、事業の持

続的発展をはかるものであります。

　
(5) 研究開発活動

該当する事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末から重要な変更はありません。又、新たに確定した重要な設備の新設、除却

等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,435,000124,435,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 124,435,000124,435,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

     該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

     該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ― 124,435― 8,415 ― 4,687

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 21,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

124,317,000
124,317 同上

単元未満株式
普通株式
97,000

― 同上

発行済株式総数 124,435,000― ―

総株主の議決権 ― 124,317 ―

(注)　１ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)が含まれておりま

す。

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式240株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜石油株式会社

神奈川県川崎市川崎区
水江町３番１号

21,000 ― 21,000 0.0

計 ― 21,000 ― 21,000 0.0
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 104 95 97 112 104 101 94 92 93

最低(円) 93 84 86 96 90 92 89 89 90

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 3,445

※1
 4,916

売掛金 ※1
 3,153

※1
 905

たな卸資産 ※1, ※2
 2,461

※1, ※2
 2,569

立替揮発油税等 42,632 46,825

その他 2,679 2,445

流動資産合計 54,373 57,663

固定資産

有形固定資産

構築物（純額） 7,732 8,090

機械及び装置（純額） 26,753 22,326

土地 19,430 19,430

その他（純額） 4,074 5,164

有形固定資産合計 ※1, ※3
 57,991

※1, ※3
 55,011

無形固定資産 221 288

投資その他の資産 ※1
 3,409

※1
 5,151

固定資産合計 61,623 60,450

資産合計 115,996 118,113

負債の部

流動負債

買掛金 379 343

短期借入金 ※1
 33,663

※1
 23,148

未払揮発油税等 ※1
 40,602

※1
 44,595

引当金 634 336

その他 3,068 7,455

流動負債合計 78,349 75,879

固定負債

長期借入金 ※1
 8,287

※1
 9,850

退職給付引当金 1,887 1,821

特別修繕引当金 2,021 2,067

修繕引当金 893 4,521

その他の引当金 18 17

その他 832 902

固定負債合計 13,940 19,181

負債合計 92,290 95,061
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,415 8,415

資本剰余金 4,687 4,687

利益剰余金 8,528 7,934

自己株式 △3 △3

株主資本合計 21,627 21,033

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 129 184

評価・換算差額等合計 129 184

少数株主持分 1,948 1,833

純資産合計 23,706 23,051

負債純資産合計 115,996 118,113
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 28,074 26,550

売上原価 26,619 22,626

売上総利益 1,454 3,924

販売費及び一般管理費 ※1
 1,093

※1
 1,194

営業利益 360 2,730

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 － 12

負ののれん償却額 157 －

その他 27 19

営業外収益合計 188 36

営業外費用

支払利息 353 271

固定資産処分損 114 184

その他 120 58

営業外費用合計 588 514

経常利益又は経常損失（△） △40 2,251

特別利益

前期損益修正益 ※2
 422

※2
 74

固定資産売却益 93 －

特別利益合計 516 74

特別損失

前期損益修正損 － ※3
 12

投資有価証券評価損 － 171

特別損失合計 － 184

税金等調整前四半期純利益 475 2,141

法人税、住民税及び事業税 419 31

法人税等調整額 △447 903

法人税等合計 △27 934

少数株主利益 13 115

四半期純利益 490 1,091
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 8,839 9,355

売上原価 8,219 7,174

売上総利益 620 2,180

販売費及び一般管理費 ※1
 358

※1
 405

営業利益 261 1,775

営業外収益

受取利息 0 1

負ののれん償却額 52 －

違約金収入 － 4

その他 3 3

営業外収益合計 56 9

営業外費用

支払利息 111 92

固定資産処分損 52 10

その他 37 21

営業外費用合計 202 124

経常利益 115 1,660

特別利益

固定資産売却益 93 －

特別利益合計 93 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 16

特別損失合計 － 16

税金等調整前四半期純利益 209 1,643

法人税、住民税及び事業税 370 1

法人税等調整額 △310 665

法人税等合計 60 666

少数株主利益 53 80

四半期純利益 95 896
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 475 2,141

減価償却費 5,149 4,085

有形固定資産除却損 114 184

引当金の増減額（△は減少） 337 293

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4 65

修繕引当金の増減額（△は減少） 696 △3,628

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 408 △46

受取利息及び受取配当金 △13 △16

負ののれん償却額 △157 －

支払利息 353 271

有形固定資産売却損益（△は益） △93 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 171

売上債権の増減額（△は増加） 935 △2,248

たな卸資産の増減額（△は増加） △373 108

立替揮発油税等の増減額（△は増加） 16,730 4,192

仕入債務の増減額（△は減少） 55 36

未払費用の増減額（△は減少） △1,870 △2,600

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,321 △440

未払揮発油税等の増減額（△は減少） △15,933 △3,992

その他 △905 △54

小計 4,583 △1,476

利息及び配当金の受取額 14 15

利息の支払額 △433 △346

法人税等の支払額 △376 △347

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,788 △2,154

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,134 △8,034

有形固定資産の売却による収入 1,008 －

無形固定資産の取得による支出 △105 △9

その他 193 △88

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,037 △8,132

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,100 11,000

長期借入金の返済による支出 △3,134 △2,048

配当金の支払額 △498 △497

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,532 8,454

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 218 △1,833

現金及び現金同等物の期首残高 4,469 5,468

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,688

※1
 3,635
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

 
会計処理の原則及び手続の変更

 

重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　　　リース資産以外の有形固定資産

 

当社の有形固定資産の減価償却の方法については、従来、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（建物付属設備は除く）については定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より有形固定資産の減価償却の方法を定額法に変更しております。

従来は、事業変化に対応した投下資本の早期回収と、技術革新等を原因とする設備の陳腐化への対応を

考慮して、早期に減価償却費を計上し保守的な会計処理ができる定率法を採用してまいりました。しか

し、昨今の石油事業をとりまく経済環境の変化を受け、石油精製事業の構造改革を推進するために、中長

期計画見直しの一環として、当社の保有する精製設備の償却方法を再度検討いたしました。

この結果、近年では現有設備の維持を目的とした投資が大半を占めたことに伴い、投資の早期回収の必

要性が低下したことや、精製設備を長期安定的に利用することにより、投資効果や収益に安定的に貢献す

ることが見込まれることから、取得原価を耐用年数にわたって均等配分することにより費用と収益の対

応を図ることが可能となり、また、当社の石油精製設備の償却方法を、親会社である昭和シェル石油株式

会社が採用する定額法に統一することにより、当社グループの経営実態をより的確に反映するため、有形

固定資産の減価償却方法を定額法へ変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して営業利益は1,339百万円、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は1,335百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。

 

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年１月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取配当金」は、営業外収益総額

の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期

連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取配当金」は10百万円であります。

　

　

　

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

17/29



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※1　担保に供している資産

（1）下記の資産は、設備建設資金等のための長期借入
　　金（一年内返済予定の長期借入金を含む）8,170
　　百万円の担保に供しております。
 
　   預金            2,655百万円
　   売掛金　        1,250
　   貯蔵品　           81
　   建物　　          489
　   構築物　          637
　   機械及び装置　 12,656
 　  計             17,770
 
 
 
（2） 上記の他に当社は連結子会社である㈱ジェネッ
　　クスの借入金に対して以下の資産を担保に供して
　　おります。　
 
　　㈱ジェネックスの株式　　　 　　   1,680百万円
　　㈱ジェネックスに対する長期貸付金  2,520百万円
 
（3） 川崎南税務署へ揮発油税および地方揮発油税の
    納期延長のため、土地6,660百万円を、延納税額
　　27,809百万円の担保に供しております。
 
※２　たな卸資産の内訳
 

商品及び製品　　　　　　　　    0百万円
原材料及び貯蔵品　　　　　　2,460百万円

 
※３　有形固定資産の減価償却累計額
      及び減損損失累計額　 194,165百万円　　
 
 
※ 偶発債務
  (保証債務）
　従業員の住宅資金の銀行借入金に対して27百万円の
　保証を行っております。

※1　担保に供している資産

（1）下記の資産は、設備建設資金等のための長期借入
　　金（一年内返済予定の長期借入金を含む）10,218
　　百万円の担保に供しております。
 
    預金               4,027百万円
    売掛金　　　　　　 1,133
    貯蔵品　　　　　　　　82
    建物　　　　     　1,506
    構築物　　　　　　 3,491
    油槽　　　　　　　 　932
    機械及び装置　　　21,825
    土地　　　　　　　 8,009
    計                41,008
 
（2） 上記の他に当社は連結子会社である㈱ジェネッ
　　クスの借入金に対して以下の資産を担保に供して
 　 おります。
 
   ㈱ジェネックスの株式               1,680百万円
   ㈱ジェネックスに対する長期貸付金　 2,520百万円
 
（3） 川崎南税務署へ揮発油税および地方揮発油税の
    納期延長のため、土地6,660百万円を、延納税額
    20,677百万円の担保に供しております。
 
※２　たな卸資産の内訳
 

商品及び製品　　　　　　　    1百万円
原材料及び貯蔵品　　　　　2,568百万円

 
※３ 有形固定資産の減価償却累計額
     及び減損損失累計額　191,910百万円
 
 
※ 偶発債務
 （保証債務）
 　従業員の住宅資金の銀行借入金に対して36百万円の
　 保証を行っております。
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

 
※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ
　　　び金額は以下のとおりであります。
　　　　給与手当　　　　　　　　　　　　332百万円
　　　　租税公課　　　　　　　　　　　  166
　　　　賞与引当金繰入額                126
　　　　役員報酬                        151
　　　　退職給付費用                     30
　　　　役員賞与引当金繰入額              6
　　　　役員退職慰労引当金繰入額          3
 
※２　前期損益修正益の内訳は以下のとおりでありま　　
　　　す。
 
　　　　関係会社事業整理損失修正額　　　403百万円
　　　　配管撤去費用修正額　　　　　　　 19
 

─――――――――――

 
※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ
　　　び金額は以下のとおりであります。
　　　　給与手当　　　　　　　　　　　　432百万円
　　　　租税公課　　　　　　　　　　　  138
　　　　賞与引当金繰入額                148
　　　　役員報酬                        129
　　　　退職給付費用                     40
　　　　役員賞与引当金繰入額              5
　　　　役員退職慰労引当金繰入額          1　
 
※２　前期損益修正益の内訳は以下のとおりでありま
　　　す。
 
　　　　環境対策費用修正額　　　　　　　 74百万円
 
 
※３　前期損益修正損の内訳は以下のとおりでありま
　　　す。
 
　　　　関係会社事業整理損失修正額　　　 12百万円
 

　

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

　
※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ
　　　び金額は以下のとおりであります。
　　　　給与手当　　　　　　　　　　　　107百万円
　　　　租税公課　　　　　　　　　　　　 52
　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　 42
　　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　 52
　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　 10
　　　　役員賞与引当金繰入額　　　　　　　2
　　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　1
　
　
　
　

　
※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ
　　　び金額は以下のとおりであります。
　　　　給与手当　　　　　　　　　　　　138百万円
　　　　租税公課　　　　　　　　　　　　 62
　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　 55
　　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　 40
　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　 13
　　　　役員賞与引当金繰入額　　　　　　　1
　　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　0
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
　　 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
　　 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　

   現金及び預金 3,589百万円

   預け金 1,099　
   現金及び現金同等物 4,688　

　

   現金及び預金 3,445百万円

   預け金 189　
   現金及び現金同等物 3,635　
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　

至　平成22年９月30日）

　
　
１　発行済株式の種類及び総数

　　　普通株式　　124,435,000株

　
２　自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　　 21,292株
 

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月25日
定時株主総会

普通株式 497 4 平成21年12月31日 平成22年3月26日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　　　

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
石油事業
(百万円)

電気事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

6,624 2,214 8,839 ― 8,839

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

464 810 1,274 (1,274) ―

計 7,089 3,024 10,114(1,274) 8,839

営業利益又は営業損失(△) △98 360 261 ― 261

(注) １　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

　　 ２　各区分の主な製品

　　　　　(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

　　　　　(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

　　 ３  当社及び連結子会社は、一部の機械及び装置等の有形固定資産について、法人税法の改正を契機に耐用年数の見

直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法による耐用年数に変更しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　

　
石油事業
(百万円)

電気事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

6,648 2,706 9,355 ― 9,355

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

509 884 1,393 (1,393) ―

計 7,157 3,590 10,748(1,393) 9,355

営業利益 1,367 407 1,775 ― 1,775

(注) １　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

　　 ２　各区分の主な製品

　　　　　(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

　　　　　(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

　　 ３  当社は、第１四半期連結会計期間よりリース資産以外の有形固定資産について、減価償却方法を定率法か

　ら定額法に変更しております。　
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
石油事業
(百万円)

電気事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

20,072 8,001 28,074 ― 28,074

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,780 2,605 4,386 (4,386) ―

計 21,853 10,607 32,461(4,386)28,074

営業利益又は営業損失（△) △102 462 360 ― 360

(注) １　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

　　 ２　各区分の主な製品

　　　　　(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

　　　　　(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

　　 ３  当社及び連結子会社は、一部の機械及び装置等の有形固定資産について、法人税法の改正を契機に耐用年数

　の見直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法による耐用年数に変更しております。

　　　　これにより、第３四半期連結累計期間の営業利益は、石油事業が214百万円減少し、電気事業が85百万円減

  少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)
　

　
石油事業
(百万円)

電気事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

19,929 6,621 26,550 ― 26,550

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,138 2,205 3,344 (3,344) ―

計 21,067 8,827 29,894(3,344)26,550

営業利益 1,902 827 2,730 ― 2,730

(注) １　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

　　 ２　各区分の主な製品

　　　　　(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

　　　　　(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

　　 ３  当社は、第１四半期連結会計期間よりリース資産以外の有形固定資産について、減価償却方法を定率法か

　ら定額法に変更しております。　

　　　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、石油事業が1,339百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　
　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)
　
　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)
　
　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
　 　　海外売上高がないため、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　　海外売上高がないため、記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)
　
　　海外売上高がないため、記載を省略しております。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　
　　海外売上高がないため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

１株当たり純資産額 174.88円
　

　 　

１株当たり純資産額 170.54円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

　　第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3.94円
　

１株当たり四半期純利益金額 8.78円
　

(注)１　　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

    ２    １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 490 1,091

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 490 1,091

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 124,416 124,414

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 0.77円
　

１株当たり四半期純利益金額 7.21円
　

(注)１　　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

　　２　  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 95 896

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 95 896

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 124,416 124,413
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

　

　特記事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月９日

東亜石油株式会社

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小 林 昭 夫　　 　     印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    加 藤 達 也            印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

石油株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜石油株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
  追記情報

　追加情報に記載のとおり、会社は、第１四半期連結会計期間より一部の機械及び装置等の有形固定

　資産について耐用年数を変更している。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は   な

い。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

28/29



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月10日

東亜石油株式会社

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

 指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　小 林　昭 夫        　　印

　

 指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　加 藤  達 也　　　　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

石油株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜石油株式会社及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

  　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社

　は、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の減価償却方法を変更している。

　
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

　はない。

　
以　　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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